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令和４年５月２６日 

高齢福祉部高齢福祉課 

 

高齢者救急通報システム「消防直接型」の新規受付終了について 

 

１ 高齢者救急通報システムの事業概要 

（１）目的・内容 

慢性疾患等により、常時注意を必要とする高齢者の不安の解消と安全確保のため、ペ

ンダント型のボタンを押すと固定電話の回線を通じて救急通報される機器を貸し出し、

必要に応じて救急車が出動するとともに、救急通報協力員等が駆け付ける。 

（２）対象者 

   ６５歳以上で次の要件のどちらも満たしている方 

   ①ひとりぐらし・高齢者のみ世帯の方または日中独居世帯の方（※） 

※日中独居世帯には所得制限等あり 

   ②身体上慢性疾患がある等、日常生活を営む上で、常時注意を要する状態にある方 

（３）費用負担 

   システム設置時に 8,000 円。光回線等の場合は非常用電源設置費に別途上限 4,000

円。ただし、いずれも所得により免除あり。 

（４）実施方法（以下の２種類から選択）    

①消防直接型 ②民間代理型 

ボタンを押すと消防庁に通報され、必要に応じ

て救急車が出動するとともにボランティアの

救急通報連絡員が駆けつける。１名以上の救急

通報連絡員（５分以内に駆けつけることができ

る近隣の方）の登録が必要。 

ボタンを押すと民間受信センターに通報され、

必要に応じて救急車が出動するとともに警備

会社の現場派遣員が駆けつける。 

（５）高齢者住宅火災通報システム 

   消防直接型の利用者のうち、心身機能の低下や居住環境等から、特に防火等の配慮

が必要な方に、火災警報器を救急通報システムに接続することで、火災を感知すると、

電話回線を通じて自動的に消防庁へ通報され、消防車が出動する。 
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２ 事業実績 

（１）年度末登録者数の推移 

 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ 

登録者数 294 275 279 252 211 204 190 180 197 213 

消防直接型 232 213 208 174 138 128 108 93 85 75 

民間代理型 62 62 71 78 73 76 82 87 112 138 

 ※令和３年度の新規登録数５１件のうち、６件が消防直接型、４５件が民間代理型 

なお、高齢者住宅火災通報システムの登録数は３名（令和３年度末） 

（２）他区の状況 

   現在、消防直接型の新規受付を行っている区は２区（世田谷区含む）。 

 

３ 予算額（令和４年度） 

  １２，１３２千円   内訳 消防直接型 ４，７６１千円 

                民間代理型 ７，３７１千円 

 

４ 消防直接型の新規受付終了時期・事由 

（１）新規受付終了時期 

   令和４年８月末（高齢者住宅火災通報システム含む） 

（２）終了事由 

消防直接型に対応している唯一の機器の製造・販売元が、令和４年９月発注分をもっ

て機器の製造を中止する意向を示していること、事業実績から民間代理型が主流とな

ってきていることから、区としては、令和４年８月末をもって、消防直接型の新規受付

を終了する。 

また、消防直接型の利用を受給要件とする住宅火災通報システムについても、令和４

年８月末をもって新規受付を終了する。 

 

５ 新規受付終了後の対応 

消防直接型の既存利用者への対応として、機器の耐用年数（７年）の期間は、引き続き

サービスを利用できるようにし、耐用年数を迎えた段階で、順次、民間代理型への変更を

促すことで、サービス提供を継続する。 

なお、住宅火災通報システムも利用している方には、民間代理型への変更の際に、必要

に応じて自動消火装置等を給付する火災安全システム事業を別途案内する。 

 

６ 今後のスケジュール（予定） 

令和４年 ６月    各保健福祉課及びあんしんすこやかセンターへの説明 

               区ホームページ・各窓口での周知、既存利用者への案内 

       ８月末   消防直接型の新規受付終了 

     ９月    消防直接型の新規設置終了 

令和５年度以降順次  機器の耐用年数を迎えたものから民間代理型へ変更 


